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REVICの概要 

１ 名称 ： 株式会社 地域経済活性化支援機構（略称 REVIC） 

２ 設立 ： 平成21年10月14日（㈱企業再生支援機構） 
 （社名変更日： 平成25年3月18日） 
※存続期限は平成38年3月。再生支援決定、特定支援決定の期限は平成33年3月末。 

３ 本社所在地： 東京都千代田区大手町一丁目六番一号大手町ビル９階 

４ 資本金 ： 約261億円 

５ 株主 ： 預金保険機構等 

６ 主務大臣 ： 内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、経済産業大臣、厚生労働大臣 
※観光庁、JNTO、環境省、文化庁とは、観光活性化に関する包括的
連携協定締結 

 

７ 役職員数 ： 252名（平成31年1月1日現在） 

８ 子会社 ： REVICキャピタル㈱、㈱観光産業化投資基盤、㈱日本人材機構 
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参考）観光庁様とREVICとの包括的連携協定（2014年5月） 

観光庁 
地域経済活性化 

支援機構 
（REVIC） 

＜役割＞ 
・観光ファンドの組成 
・事業者に対する投融資
の判断・実行 
・投資に関する事業支援 
・各種専門家派遣 

＜役割＞ 
・観光政策の企画立案 
・観光政策の実行支援 
・観光情報の蓄積 
（事例、統計データ等） 
・省庁及び自治体との連携 

観光地域 

海外・
国内の
旅行者 

包括的連携 

事業者 事業者 事業者 
投
融
資
・ 

事
業
支
援 

観光資源の整備 
地域からの 
情報発信 

移動環境の整備 滞在環境の整備 

(1)観光資源の磨き上げ、目玉
となる観光新商品の開発と国
内外への情報発信 

(2)来訪者が観光地に
おいてスムーズに移動
できる環境の整備 

(3)宿泊産業の再生・活
性化と来訪者のニーズに
対応した滞在環境の提供 

(4)若手経営者・後継者を対象とした実践的な経営指導等による人材育成 

当面、連携・ 

協力して支援 

する地域活動 

事項 

観光を軸とした地域活性化モデルの構築 

観
光
政
策
の 

実
行
支
援 

(5)優れた事業に対する表彰等 

行政 

金融機関 
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REVICの基本方針 

 REVICのミッションは、モデルの創造と地域金融機関へのノウハウの浸透である。 

先導的な地域
活性化・事業
再生に関する 
モデルの創造  

専門人材の確
保と育成、お
よび地域への

還流  

地域活性化・
事業再生に関
するノウハウの
蓄積と浸透  

○ 役割: 地域金融機関の地域活性化への取組みを支援 
○ 地域金融機関への具体的支援策 
 地域経済・産業の現状・課題を踏まえて、地元企業のライフステージに合わ
せたソリューションを提供するために行う事業性評価をサポート 

 ソリューション提供ツールとしてのファンドの設立・運営、事業再生をサポート 
○ 時限組織として自覚: ノウハウの移転 
 REVICの業務終了後も、地域金融機関の地域活性化への取り組みが持
続的に行われるよう環境整備 

②REVICの基本認識 

①REVICの基本方針 
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REVICのミッションとパートナー 

 地域経済の大動脈たる「地域金融機関」と連携することで、REVICのミッションを実現する 

 

REVIC 地域金融機関 × 

地域経済の活性化 
地域の信用秩序の基盤強化 

 

事業者の再生・成長支援 

地方公共団体等との連携 
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温泉旅館 バス他 ホテル他 航空運送他 観光施設 

産業再生機構 
IRCJ 

地域経済活性化 
支援機構 
REVIC 

 

（旧企業再生支援機構 
旧ETIC含め） 

凡例）   ：企業グループ    ：単一企業(に準ずる) 

あさや    
ホテル   

鬼怒川ｸﾞﾗﾝﾄﾞ
ﾎﾃﾙ 

宮崎交通等 
 ホテル 
四季彩  

鬼怒川温泉 
山水閣 

金精 
奥日光小西 

ホテル 

関東自動車 田中屋 釜谷旅館 

スカイネット 
アジア航空 

大阪マルビル 
九州産業 
交通等 

大川荘 

日本航空等 芝政観光開発 
ｸﾞﾗﾝﾋﾞｽﾀ 

ﾎﾃﾙ&ﾘｿﾞｰﾄ 
会津乗合 
自動車等 

栃木県内温泉旅館群 

観光産業での再生事例一覧 ～IRCJ/REVIC 

玉川温泉 

ゑびす屋旅館 
知床 

グランドホテル 
三楽荘 
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観光活性化ファンド運営地域一覧（平成30年12月31日現在） 
No ファンド名称 設立年月 地域 出資金融機関 投融資実績 

1 観光活性化マザーファンド 2014年3月 全国 日本政策投資銀行、リサ・パートナーズ 
NOTEリノベーション＆デザイン、
Kiraku Japan、舩坂酒造店等 

2 わかやま地域活性化ファンド 2014年1月 和歌山県 紀陽銀行,きのくに信用金庫,新宮信用金庫 加太まちづくり会社、三楽荘 

3 やまと観光活性化ファンド 2015年3月 奈良県桜井市 大和信用金庫 桜井まちづくり㈱、㈱フクダ不動産 

4 
ALL信州観光活性化 
ファンド 

2015年3月 
長野県（山ノ内町、

白馬村） 
八十二銀行始め長野県内に本店を有す
る全ての地域金融機関10行 

WAKUWAKUやまのうち、 白馬
ギャロップ、志賀高原創生公社、
帰ってきた蓼科 等 

5 静岡観光活性化ファンド 2015年3月 静岡県 
静岡銀行及び県内地域金融機関6行、
観光活性化MF 

VILLAGE INC、しずおか観光ソ
リューションズ、もちや、新井旅館、 
ぬくもり工房 

6 
佐賀観光活性化ファンド 
第１号 

2015年7月 
佐賀県 

（有田町） 
佐賀銀行はじめ佐賀県内に本店を有す
る全ての地域金融機関8行 

有田まちづくり公社、 
STUDIO JIKI 

7 ふくい観光活性化ファンド 2015年8月 
福井県 

（小浜市） 
福井銀行 （株）まちづくり小浜 

8 
千葉・江戸優り佐原観光 
活性化ファンド 

2015年9月 
千葉県 

（香取市） 
京葉銀行、佐原信用金庫 

㈱NIPPONIA SAWARA不動
産、㈱NIPPONIA SAWARA 

9 奈良観光活性化ファンド 2015年9月 奈良県 南都銀行、観光活性化MF 
㈱easygoing、 
まほろのディアブルーイング㈱等 

10 九州観光活性化ファンド 2015年10月 九州 
福岡銀行、熊本銀行、親和銀行、大分
銀行、宮崎銀行、豊和銀行、宮崎太陽
銀行、観光活性化MF 

㈱御花、㈱リバーサイド、五島自
動車㈱、㈱松秀 等 

11 高知県観光活性化ファンド 2015年10月 
高知県 

（物部川地域） 
四国銀行 

ものべみらい、香北ふるさと公社 
龍河洞みらい、ヤシィパーク 

12 かながわ観光活性化ファンド 2016年3月 
神奈川県 

（湯河原町） 
横浜銀行 富士屋旅館合同会社、癒し場へ 

（  ）はパイロット地域 
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福井県小浜市 
【おばま観光局】 
※小浜市が52%保有
する第三セクターDMC 

佐賀県有田町 
【有田まちづくり公社】 
※有田商工会議所と
の合弁会社DMC 

高知県物部川地域 
【ものべみらい】 
※南国市・香美市・香
南市の広域DMC 

長野県山ノ内町 
【志賀高原創生公社】 
※志賀高原を再生するプ
ラットフォーム会社 

千葉県香取市 
【NIPPONIA SAWARA】 
※古民家群再生・活性化。
NOTE,ﾊﾞﾘｭｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ連携 

静岡県伊豆地方 
【静岡観光ソリューショ
ンズ】 ※伊豆の旅館を
面的に支援する会社 

長野県白馬村 
【白馬ギャロップ】 
※若手経営者の会「百
馬力」との連携DMC 

長野県山ノ内町 
【WAKUWAKUやまのう
ち】※湯田中温泉DMC。
不動産会社とセット 

神奈川県湯河原町 
【富士屋旅館合同会社、
癒し場へ】 ※富士屋旅館
復活を核に面的活性化 

DMC 観光活性化ファンドによる観光活性化モデル投資一覧 宿泊観光地 
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旅館等の宿泊地域での事例：①長野県山ノ内町湯田中温泉 

ゲストハウス、B&B 

ビアバー、レストラン 

案内所、カフェ 

湯田中駅 
かつては、多くの観光関連店舗が立ち並ん
でいた通りだが、観光客減少や担い手不
足により、非稼働店舗が多く存在。 

必要な機能 

（リノベーション） 

情報発信 

案内所、カフェ 

ビアバー、レストラン 

ゲストハウス、B&B 

インバウンド観光客の
滞在環境を整備 
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案内所兼カフェ
CHAMISE 

ビアバー/レストラン 
HAKKO 

「農産品×発酵」 
・地元農産品等を活用 
・農産物や信州発酵文化の  
情報発信 
・地元の宴会なども利用 

「山ノ内info＋カフェ」 
・案内所機能を持たせる 
・地域の特色を活かした 
 サービスを提供 
・2FはWAKUWAKU本社 
 

旅館等の宿泊地域での事例：①長野県山ノ内町湯田中温泉 

ホステル 
AIBIYA,ZEN,加命の湯 

「HOSTEL＋クラフト」 
※AIBIYAの場合 

・地域の暮らしを体感できるような 
空間を提供 
・着地ツアーと連携した、グリーンシーズン
の滞在も促進 

 目指すは、泊食分離等による湯田中温泉「かえで通り」の賑わい創出 
 ー 若者のセンスで、地域の文化を活かした飲食店 
   → 既存旅館とも連携し、宿泊者が一食だけでも外で食べるように促進 
 ー 休廃業旅館を利活用したバックパッカー向けの宿を設置し、新規事業者も誘致 
 ーインバウンド向け体験プログラム等も紹介 

旧精肉青果店 旧洋品店 旧旅館（3件） 
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旅館等の宿泊地域での事例：②神奈川県湯河原温泉 

 湯河原町の観光消費額増大を実現する為、ファンドとして以下の方針で取り組んでいる。 
1. シンボル（集客拠点）整備：富士屋旅館再生によって、「客数増」を実現する 
2. 滞在環境整備：富士屋旅館の近隣エリアで、新規店舗を開業させ、「単価増」を実

現する 

富士屋旅館 

集客拠点整備 

湯元通り～美術館 

温泉場商店街 

滞在環境整備 

滞在環境整備 

魚浦商店 

and garden 

…&N 

・2018年12月  
 開業 
・海鮮料理店 

・2018年3月
開業 

・カフェ 

・2018年8月
開業 

・ワインバー 

・江戸時代から続く、湯河
原のシンボル。2019年 
2月リニューアルオープン 
・高級オーベルジュ型旅館 
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【際コーポレーションが運営している宿泊施設】 

旅館等の宿泊地域での事例：②神奈川県湯河原温泉  
 およそ15年遊休状態になっていた、湯河原温泉の象徴的旅館「富士屋旅館」をリノベーションして、今

年2月に高級和風オーベルジュとしてリニューアルオープン予定。運営は、大手飲食法人であり高級宿泊
施設の運営ノウハウも豊富な「際コーポレーション」が行う。 

明治・大正建築 

 ミシュランを獲得した京都祇園「柚子屋旅館」 

 魯山人ゆかりの邸宅を再生させた金沢「緑草音」 

富士屋旅館 

改修が完了した富士屋旅館館内の様子 
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旅館等の宿泊地域での事例：③静岡県伊豆地域 

投資先会社名 ㈱しずおか観光ソリューションズ（略称SKS） 

代表者 大西 徹（REVICディレクター） 

事業内容 
伊豆地域を中心とした旅館の面的な活性化のために、旅館の直接的な
経営、MC（運営受託）及びコンサルティングの業務受託等 

設立日 2016年4月 

従業員数 
- 代表取締役 1名、取締役 2名（REVIC） 
- 監査役 1名（静岡キャピタル） 

資本金 20百万円（しずおか観光活性化ファンド*の100%出資） 

提携コンサル会社 ホロニック等 

支援実績 

・熱海のA旅館（ハンズオンコンサルで再生実現） 
・修善寺のB旅館（静岡観光ファンドから投融資実行・経営関与） 
・熱海のC旅館（ハンズオンコンサル提供） 
・湯河原（熱海市）のD旅館（ハンズオンコンサル提供） 
・伊豆天城のE旅館（事業計画策定コンサル提供） 
・伊豆長岡のF旅館（静岡観光ファンドから投融資実行・経営関与） 

 伊豆地域を中心とした旅館の面的な活性化を図るため、しずおか観光ファンド100%出資でSKS設立。 

*しずおか観光活性化ファンドは、静岡銀行、スルガ銀行、三島信金、沼津信金、富士宮信金、富士信金、
浜松信金、観光活性化マザーファンドから出資を受け、静岡キャピタルとREVICキャピタルが運営。 
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SKSの取り組み意義：伊豆の旅館の減少 

 H15年度からH26年度の11年間での、伊豆の旅館の減少 

 旅館の施設数   1,983 ⇒   1,171 （▲  812 ／ ▲41%） 

 旅館の客室数 33,452 ⇒ 24,174 （▲9,278 ／ ▲28%） 

989

-53% 
(-529) 

H26 

460 

H15 

-39% 
(-6,328) 

H26 

10,041 

H15 

16,369 

343

-21% 
(-73) 

H26 

270 

H15 

-12% 
(-875) 

H26 

6,264 

H15 

7,139 

-29% 
(-114) 

H26 

276 

H15 

390 

-20% 
(-1,424) 

H26 

5,649 

H15 

7,073 

-37% 
(-96) 

261 

H26 

165 

H15 

2,220 

-23% 
(-651) 

2,871 

H15 H26 

沼津・三島エリア 

施設数 客室数 

中伊豆・西伊豆エリア 

施設数 客室数 

東伊豆・南伊豆エリア 

施設数 客室数 

熱海・伊東エリア 

施設数 客室数 

（出典：静岡県統計年鑑 衛生 ホテル、旅館、簡易宿所施設数及び客室数） 

投資決定時の資料より 
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SKSの取り組み意義：小規模旅館の割合 

 約3分の2が30室以下の小規模旅館。 小規模旅館は規模の経済性が効かず、労働力
確保も難しく、かつ売却も成立しにくい。 

147
276

じゃらん掲載 県統計年鑑 

～20室 

34 

～10室 

44 

50室超 

16 

～50室 

25 

～30室 

28 

210

460

県統計年鑑 じゃらん掲載 

146
270

じゃらん掲載 県統計年鑑 

50室超 

46 

23 

～10室 

74 

～30室 

～20室 

43 

～50室 

24 

～30室 

～50室 

18 

～10室 

42 

50室超 

19 

～20室 

29 
18 

施
設
数
（
軒
） 

室
数
規
模
別
（
軒
） 

中伊豆・西伊豆エリア 熱海・伊東エリア 東伊豆・南伊豆エリア 

（出典：静岡県統計年鑑 衛生 ホテル、旅館、簡易宿所施設数及び客室数 ／ じゃらんネット2月度掲載情報） 

（単位：軒） （単位：軒） （単位：軒） 

投資決定時の資料より 
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SKSの取り組み意義：小規模旅館が直面する問題 

 ソフトの課題は個別旅館での改善策に限界があるので、運営力の高いオペレーターが複
数の旅館を統合して運営した方が効率的。  

 結果として人材面・資金面の乏しさに悩まされず、規模の経済性を効かせた運営となる。 

 

ハード 
（設備投資） 

ソフト 
（オペレー 
ション等） 

カネ 
（負債） 

 老朽化対応や安全対策など、最低限のメンテナンス投資の遅れ 

 ハードの魅力を高めるための、前向きな設備投資の遅れ 

 借入が大きいままで、金利支払いや返済の負担が大きい 

 インバウンドの集客施策が打てていない 

 インバウンドの接客対応不備（Wi-Fi、言語、食事・飲み物、泊食分離、等） 

ヒト 
（事業承継） 

 任せられる後継者がいない 

 そもそも自分の代で旅館を閉めようと考えている 

直面する主な問題 

 従来の宿泊プランやサービスのままで、新規顧客の獲得ができない 

 インターネットでの情報発信や集客が不得手 

特に、ソフトの課題は個別旅館
での改善策に限界がある 
 

人材、資金に乏しいため 
規模の経済性が利きづらいため 

 運営力の高いオペレーターが、複
数の旅館を統合して運営、または
共通機能を提供することができれ
ば、人材・資金面の壁を越え、規
模の経済性も効かせられる。 

投資決定時の資料より 

モ
ノ 

SKSの設立へ 
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熱海のA旅館：ハンズオンで経営実行及び事業承継 

  熱海のA旅館の取組み実績 

 
事業内容  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業別の売上構成 旅館事業 

主要仕入先 青果店、鮮魚店、魚加工、酒店、石油販売店(ほとんどが地元業者) 

主要販売先 一般旅行客（直接予約）、楽天、JTB 

 純和風の数寄屋造り 

 室数15室 

 稼働率(2016年度) 

 MAX 59.3%(8月)→例年12~3,8月は高稼働 

 MIN 20.4%(9月)→例年4~7,9~11月は低稼働 

 年間稼働率平均は30%程度 

 単価(2016年度) 

 客単価17,100円程度 

 熱海駅徒歩15分程度 

 熱海芸妓見番歌舞練場隣接 
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参考資料 A旅館売上実績（累計） 
 
 
 

12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 

予算 13792186 24527178 36400558 51113640 59911318 69142643 77199243 86109137 107826425116209917125145344137739772

実績 13586431 29209272 41090250 54733050 67764025 77165327 86040603 96117354 112929831123806993

昨年実績 13957123 25610841 36100049 48018642 58229974 66795166 74368824 82469433 97064606 107644881115954033127339940

0

20000000

40000000

60000000

80000000

100000000

120000000

140000000

160000000
売上累計値   

予算 実績 昨年実績 

133454577 143265913 

コンサル契約後、地域金融機関とと
もに一気に経営改革を進め、前年実
績を大きく上回り、毎月計画達成。 
原価や販管費の効率化にも努め、 
利益も計上。 
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伊豆長岡のF旅館 

旅館概要 
伊豆長岡のF旅館を、近隣のシティホテル経営者が買い取り、国内外のサイクリストとFITを 
ターゲットとした、自転車（e-Bike）のB&B旅館にリニューアル。静岡観光ファンドから投融資。 
3月19日オープン。 
※静岡県が自転車競技開催地でもあるため、県庁が自転車ツーリズムに力を入れている 

 
ユニークネス 
電動アシスト付スポーツ自転車「e-Bike」を使った伊豆、箱根、富士山周辺のレンタサイクル＆ 
サイクルツアーを提供し、エリア観光の滞在時間の延長、エリア内での消費の拡大、宿泊等の 
長期滞在を促進する。（e-Bikeが二次交通になる） 
 
 
 

【ショールーム兼整備スペース】 【カフェ＆バー】 【客室】 【ドミトリースペース】 
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（１）旅館の現状：その１ 労働生産性・客室稼働率 

●旅館数の推移 （年度末現在、件） 

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 
全 国 50,846 48,966 46,906 46,196 44,744 43,363 41,899 40,661 39,489 38,622 

●主要産業の労働生産性 
 （一人当たり付加価値額）  (単位：千円) 

業種 労働生産性 

不動産業 55,658 

電気・ガス・水道 24,682 

情報通信業 14,725 

金融・保険業 13,221 

製造業 11,152 

大旅館 10,050 

旅館業（平均） 7,890 

鉱業 7,280 

運輸・郵便業 6,802 

専門・業務支援サービス業 6,781 

中旅館 6,750 

卸売・小売業 6,450 

建設業 6,015 

小旅館 5,800 

農林水産業 2,381 

●2017年の旅館の客室稼働率（全国の全客室タイプ平均との比較） 

全体 旅館 
リゾート
ホテル 

ビジネ
スホテ
ル 

シティホ
テル 

簡易宿
所 

会社・団
体の宿
泊所 

全国 60.8 38.1 57.8 75.4 79.4 27.6 27.7 

 北海道運輸局 63.8 49.6 52.5 74.4 78.3 34.5 22.0 

 東北運輸局 51.7 37.2 43.9 69.7 67.1 21.9 21.0 

 関東運輸局 67.8 39.9 68.2 79.3 81.5 34.0 33.7 

 北陸信越運輸局 44.5 29.4 38.5 69.9 72.2 16.5 21.8 

 中部運輸局 57.7 38.0 54.3 73.7 76.8 21.6 27.8 

 近畿運輸局 68.0 40.0 64.6 80.5 84.2 37.6 27.1 

 中国運輸局 59.3 38.7 35.3 73.0 76.9 28.9 17.2 

 四国運輸局 52.7 35.5 58.7 69.9 69.7 18.0 44.5 

 九州運輸局 61.8 42.6 55.0 74.3 75.9 21.6 21.8 

 沖縄総合事務局 66.1 33.5 75.2 78.1 80.0 31.9 51.8 

（出所：一般社団法人 日本旅館協会「営業状況等統計調査（平成29年度）、日本生産性本部） 

 旅館は、他産業と比して、労働生産性が規模が小さくなるほど極めて低く、また、ホテルに比べて稼働
率は低い状況にあり、「稼ぐ力が弱い」ことから結果として、旅館の数が大きく減少している。 
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（１）旅館の現状：その２ 集客チャネル 

 ホテルに比べて旅館は、旅行業者経由の集客に依存している割合が大きい。 

52.1 

20.1 

7.9 

19.9 

41.1 

27.3 

10.9 

20.7 
30.9 

28.6 

15.6 

24.9 

旅行業者経由 

ネット業者経由 

自社HP 

未回答 

旅行業者経由 ネット経由 自社HP 未回答 

旅館 44.9% 24.1% 10.1% 20.9% 

大旅館 52.1% 20.1% 7.9% 19.9% 

中旅館 41.1% 27.3% 10.9% 20.7% 

小旅館 30.9% 28.6% 15.6% 24.9% 

ホテル 10.0% 44.9% 15.7%  29.4% 

（出所：一般社団法人 日本旅館協会「営業状況等統計調査（平成29年度）」 

大旅館 中旅館 小旅館 
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（１）旅館の現状：その３ 負債状況 

借入金依存度 有利子負債償還年数 

＝（長期借入金＋短期借入金） 
÷ 総資本 ×100 

60%までが許容範囲と言われている。 

＝（長期借入金＋短期借入金） 
÷ （減価償却費＋経常利益） 

10年以内だと安全性が高いと言われている。 

黒字旅館 赤字旅館 旅館平均 

大旅館 10.0年 58.9年 13.7年 

中旅館 9.3年 1,702年 13.4年 

小旅館 7.7年 60.8年 10.0年 

旅館平均 ー ー 13.1年 

旅館平均で13年と、産み出すキャッシュに比し
て重い債務負担にあるが、特に赤字旅館は 
次世代まで続く債務負担に苦しんでいる。 

黒字旅館 赤字旅館 旅館平均 

大旅館 70.2% 112.6% 79.9% 

中旅館 71.0% 92.9% 76.6% 

小旅館 63.7% 71.2% 65.5% 

旅館平均 ー ー 77.0% 

旅館平均で77%と借入金の依存度が「要警
戒レベル」にある。特に赤字の大中旅館は債
務超過に近い状態。 

→重い借入金に苦しみながらも、なんとかキャッシュを産み返済する「自転車操業」の状況 

（出所：一般社団法人 日本旅館協会「営業状況等統計調査（平成29年度）」 

 さらに、旅館は借入金依存度が高く、事業で産み出すキャッシュに比して重い債務負担にある。 
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（２）旅館の構造的課題 

日本旅館 
中小・零細企業が大多数 

貸
借
対
照
表 

損
益
計
算
書 

地
域
金
融
機
関 

都
心
・
海
外
市
場 

販売・ 
提供 

 旅館は、市場対応できていない旧来型事業モデルから脱皮できず、借入れを重ね多額の借金を抱え
思い切った投資ができない、という、負のスパイラルに陥っている状況。 

資産 
 
 
 
 

負債 
 
 

 
 
 
 

費用 

 
 
 
 
 
 

収益 
 
 
 

純資産 

老朽化した施設に
設備投資できず 

旧来型事業モデル：労働 
集約型で人件費負担大 

損失 

旧来型事業モデル：市場 
対応できず収益を生めない 

負のスパイラルに陥っている 

借方 貸方 

運用 

結果 

担保価値いっぱい 
の多額の借金 

調達 購入 

担保に依存した 
資金供給 

旧来型の事業 
モデル中心 

購入 

地
域
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
市
場(

公
サ
ー
ビ
ス
含
む) 

借金返せず 
更に借金 利

用 

低い労働生産性 
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（１）地域側：①地域観光産業クラスターの構造 

 地域観光産業は、地域の中で、官・民・公・金という複数の主体がそれぞれ重要な役割を担い、 
密に連携して地域観光産業クラスターを構成している。 

顧
客 

産
業
プ
レ
イ
ヤ
ー 

一般的な産業（例：自動車） 地域観光産業 

消費者 観光客（国内・海外） 

事
業
体 

民 
（株式会社） 

金 
(メガバンク、地銀等) 

資
金
供
給 

産業クラスター 

自動車 
メーカー 

系列 
製造 

下請け 
製造 

資金供給 

発
信
・ 

販
売 

発信 
主体 

観光 
事業体 

資金 
供給 

自治体(官) 観光協会 

 民（個人事業・ 

     株式会社） 
公(公益法人・ 
宗教法人等) 

資金供給 

 金 
(地銀・信金・信組等) 

販促・インフラ整備 
の予算・実行を担う 発信施策を担う 

情
報 

発
信 

主に中核集客
施設を担う 

地域産業
クラスター 

旅館・飲食・物販・交通等 

中小製造業は機動性・
技術力で強み発揮 

官 

製造業 
支援体制 
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【参考】 中小製造・小売企業を主対象とした官の支援事例：f-Biz 

地方創生の最重要課題とも言える中小企業支援の分野にお
いて、“お金をかけずに売上アップを実現するサポートを行う”
と言われる富士市産業支援センター・f-Biz（エフビズ）の
支援モデルに、高い注目が集まっている。 
f-Bizは、センター長である小出宗昭氏のもと、ブランディングや
マーケティング、ITの専門家チーム等が主に売上アップに特化
した無料の経営支援を行なっている。9年間でのべ26000
件を超える相談が寄せられ、多数の新規事業や新商品など、
売上アップの事例が生まれている。 

補助金や助成金の申請支援や会計業務などの記帳指導、さらには制度融資の窓口支援などの「守りの経営支
援」に代わり、いかに売上を上げていくかということに課題の主眼が置かれるようになった今、売上アップ支援という
「攻めの経営支援」が求められている。それを具現化しているのがf-Biz、である。 

2008年8月に富士市で始まった取り組みが今では10数地域に自治体主導でひろがり、50を超える自治体
関係者が集まり、導入を積極的に検討している。 
f-Biz小出センター長は、「f-Bizモデルの成功に地域性は関係なく、すべては支援する人材の適性によって決ま
る」とシンポジウムでも言及。お金をかけずに知恵を出し、売上をあげていくには高いコンサルティング能力が求めら
れ、それを実現できる人材の確保が重要だと指摘。 
各地では年収1000万超の報酬で公募を行い、多くの母集団の中から適性ある人材を採用・育成を行うこと
で高い成果をあげている。一方、地域で支持される結果を出さなければ即座にクビとなるよう単年度契約とし、と
もそれば「お役所仕事」と揶揄されるようなことのないような緊張感が成果につながるよう制度を設計している。 

（出所：2017年8月13日 HUFFPOST 秋元 祥治（NPO法人G-net代表理事・滋賀大学客員准教授）記事より抜粋） 
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（１）地域側：②地域観光産業クラスターの構造的課題 

 官・民・公・金で課題を抱え、地域特有の複雑性故にまとまらない。旅館は頼るところがなく孤立している。 

観光客 

地
域
観
光
産
業 

発信 
主体 

観光 
事業体 

日本人客 インバウンド 

自治体(官) 観光協会 

情
報
発
信 

民 公 

資金 
供給 

資金供給 

    金 

少子高齢化、地方産業
の衰退等で予算に限界 

公益性・公平性により際立っ
た事業者を特別扱いできない 

零細企業が多く低い生産性、
経営資源脆弱で発信力も弱い 

収益を上げることに制約が
あり民との連携も弱い 

経営視点での事業の目利
きによる資金供給力が弱い 

感
情
・
血
縁
・
地
縁
等
が
絡
み
合
い
、 

地
域
特
有
の
「
複
雑
性
」
を
生
み
出
し 

経
済
合
理
性
で
は
動
か
ず
ま
と
ま
ら
な
い 

→その結果、民である「旅館」は地域内で頼るところが少なく孤立している状況 
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 インバウンドの増加により、訪日外国人消費額は激増している。 

（２）市場側：①海外マーケット（インバウンド）の状況  

出典：数字で見る旅行業2018 

13,413,467 

19,737,409  
24,039,700  

28,690,900  
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15,000,000
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47.1% 21.8% 19.3% 
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 国内旅行需要は減少傾向とされているが、余暇の時間は増加しており、増加した趣味・娯楽の時間
は、多様な種類の娯楽が選択されている。対応する業界は積極的に取り込み競争を続けている。 

（２）市場側：②国内個人市場 「嗜好の多様化」 

拡大を続ける個人の余暇の時間を、 
各業界とも積極的に取り込む競争を続けており 
旅行・行楽（旅行業界）にもチャンスはありえる 

0
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仕事 テレビ･ラジオ･新聞･雑誌 

休養・くつろぎ 趣味・娯楽 

種類別時間数の推移 

出所：総務省統計局「社会生活基本調査（昭和51年～平成28年）」 

 0.0

 50.0
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８年 

平成 

13年 

平成 

18年 

平成 
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平成 

28年 

行楽（日帰り） 旅行（１泊２日以上） 
映画館での映画鑑賞  映画館以外での映画鑑賞 
ポピュラー音楽・歌謡曲鑑賞 テレビゲーム・パソコンゲーム 
パチンコ 

仕事に費やす時間は大幅に減少し、休養・くつろぎ、
趣味・娯楽にあてる時間が拡大している。 
H18年からの10年間で、仕事は減少（-73時間）、休養・くつろぎ
（+73時間）、趣味・娯楽（+12時間）は増加。 

余暇の過ごし方では、行楽・旅行は減少傾向にある
が、映画鑑賞や、音楽鑑賞、テレビゲームなどが増加
し、様々な趣味・娯楽が選択されている 

余暇の過ごし方の行動者率 （時間） （%） 
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（２）市場側：③旅行代理業の状況 
 旅行代理業界は、オフライン（リアル店舗）を中心とした既存旅行代理業者の割合がまだまだ高い
ものの、OTA事業者、海外OTA等、業種や国境の垣根を越えたグローバル競争が激化している。 

 旅行代理業界全体として、依然オフライン（店頭等） 
での販売比率が極めて大きい。 

 OTAに関しては既存旅行代理業以外の事業者の 
比率が大きくなってきている。 

 海外OTAの割合も徐々に高まっている。 
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（２）市場側：④既存旅行代理業界の競争環境 
 売り手と買い手の交渉力が高まり、「旅行代理業という卸」の中抜きが進展、また、ネットの普及によ
り、新規参入や代替品の脅威に晒されている。さらに個人の嗜好の多様化により旅行代理業への接
点が希薄化している（多様化・高速化する個人ニーズに対応するため新たなビジネスモデルを模索）
。 

 
 

Expedia、Booking.comなどの
海外OTAや楽天トラベル・じゃらんなど
の国内OTAの利用が浸透 

新規参入の脅威 

 
 

縮小する「既存旅行代理業界」にお
いて各社とも新たなビジネスモデルを模
索（例：HISは新事業（ホテル・テ
ーマパーク）やM&Aを活発化） 
 

既存旅行代理業界内の競合関係 

 
 

ネット内に、動画コンテンツが激増しネ
ット感動コンテンツ消費が加速 

 

既存旅行代理店の主要商品であった
ホテル・旅館、交通商品の販売において
、代理店を経由しない直販モデルが増
加(ホテル、交通、飲食、物販、DMO等） 

売り手の交渉力 

 
 

Webサービスの進化などにより、旅行
代店を通さず、交通・宿泊・サービスを
直接手配する利用者が増加 

買い手の交渉力 

旅行代理業界 

海外・国内OTAの浸透 

観光商品のお客様への直販 新たなビジネスモデルの模索 個人層の観光商品の直接手配 

ネット内の感動コンテンツ消費 

卸の中抜き 

ネ
ッ
ト
の
脅
威 

 

個人の嗜好が多様化・高速化し、旅
行以外のレジャーにシフト（旅行が個
人の嗜好を満たしきれていない） 

旅行以外のレジャーへのシフト 

個人の嗜好の多様化による
旅行代理業との接点希薄化 

     代替品の脅威 

多様化・高速化・グローバル化する個人ニーズに対応した新たなビジネスモデルを模索 
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０．REVIC紹介と旅館を中心とした宿泊観光地での取組み 
 

１．「旅館」と旅館が立脚する「観光産業」の構造的課題 

１－１．旅館の現状と構造的課題 

１－２．旅館の立脚する観光産業の構造的課題 
 
２．構造的課題を踏まえた本検討会での討議テーマ（仮説） 
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旅館を取り巻く課題の整理と討議テーマ（REVIC仮説） 
 経営資源の乏しい旅館を支援するため、旅館と密な関係性にある組織体として、①先行優良旅館・
旅館団体、②自治体(DMO含む)・国・公的機関、③地域金融機関、④旅行代理業、がどのよう
な支援をできるか、旅館を支援することで各組織体にどのようなメリットがあるか、の考察が重要。 

④
旅
行
代
理
業 

②
自
治
体(D

M
O

)

・
国
・
公
的
機
関
等 

旅館 

ヒ
ト 

モ
ノ 

カネ 

経営者 

従業員 

ソフト 

ハード 

経営マター 事業マター 

計画・管理 調達 商品企画 販売 提供 

・債務過多 
・資金繰りの改善 

・経営力強化 
・事業承継 

・仲居・板場の 
要員不足 

・経営管理のため
のICT導入 

・老朽施設のメン
テ・改装 

・仕入コストの 
圧縮 

・原価管理 

・仕入コストの 
圧縮 

・コスト効率化、売上アップ、CS向上のためのICT導入 

ー 

・商品企画機能
への投資 

・魅力的な商品
プランの造成 

・企画系の要員
不足 

・新商品開発の
ための施設改装 

・販売機能への
投資 

・ネット販売の  
推進 

・販売系の要員
不足 

ー 

・改装・メンテナン
ス資金の蓄積 

・接客教育の充
実 

・サービスレベルの
向上 

・CS向上のための
施設改装 

経営資源 

①先行優良旅館・旅館団体 

③地域金融機関 

※課題はあくまで一例 
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Disclaimer  

 本資料は、株式会社地域経済活性化支援機構（以下「REVIC」という。）及びその子会社の活

動に関する情報提供のみを目的として作成したものであり、投資勧誘を目的として作成されたもの

ではございません。 

 

 

 本資料で提供している情報につきまして、その正確性に万全を期して作成しておりますが、完全性を

保証するものではございません。また、過去の情報は実績であり、将来の成果を予想するものでは

ございません。本資料に基づくいかなる判断につきましてもREVICはその結果の責任を負いかねま

す。 

 

 

 本資料の一切の権利はREVICに属しており、本資料の全体又は一部の如何にかかわらずいかな

る形式においてもREVICに無断で複製又は転送等は禁じられております。 

 


